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中 国 農 業 の 生 産 関 数 分 析 '

施 礼 河  

白 砂 堤 津 耶
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補論1. 苗開津=茂野モデルによる中国農業の生産関数の計測 
補論2 . 集計的なコブ.ダグラス型農業生産関数についての若干の問題点

は じ め に

( 1)
本稿の目的は，1980年における中国の農業生産関数を計測し，その投入•産出構造を計量分析の 

ベースで明らかにすると共に，若千の政策的含意を示唆することにある。

中国では，社会主義体制の下「農業を基礎とし，工業を導き手とする」所 謂 「農業基礎論」 に従
(3)

って国民経済の発展計画が組まれてきた。その後，農 業 は 「4 つの現代化」 の 1 つにも掲げられ， 

「文化大革命」 以後の1978年頃から実験的に導入され始めたr農業生産責任制」は，各生産隊に自 

主性を与え，農村に生産意欲の向上をもたらしていることが報告されている。 このような新たな展'

* 本分析の過程で，小尾恵一郎教授から懇切な指導を受けた。更に，鈴木該ー教授，西川俊作教授主びにKEO (Keio 

Economic Observatory)のメンバーの方々から有益なコメントを戴いた。此処に深甚な謝意をますろ次第である。言う 

までもなく，本稿において残された誤g はすべて筆者に帰するものである。

注 （1 ) 生産関数は，投入と産出の間の技術的関係を表わすもので，本稿の特徴は生産関数を分析用具としている点にあ 

る。生産関数の概念については，Chenery〔13〕，尾崎廉〔4〕に詳しい。

( 2 ) 農業基礎論は，1959年の中国共産党第8期第8回中央委員会総会で毛東が提起し1962年9月の第8期第10回中 

央委員会で合意を得たものである。

(3 )  4つの現代化とは，今世紀内に農業，工業，国防，科学技術の現代化を実現し，中国の国民経済を世界の前列に加 

える構想であり，1975年の第4期全国人民大会で周恩来が提唱した。また，享国ぎ体制下の1978年に制定された新憲 

法の前文にも，4つの現代化が国是として諷われている。

—— 69 Q643)



(4)
開の中で，中® 政府は，2000年までにエ農業生産の4 倍増を目標とする「翻 兩 ぎ ]の 計 画 を 発 表 し  

新しい社会主義経済のモデル造りを指向し始めた。

本稿では，中国農業の現状を次節でより詳細に考察した上で，「翻両番」の基準年度でもある1980 

年において， コプ•ダグラス型生産関数による中国農業のクロス• セ ク シ ョ ン 分析を行い，29省 . 

市 . 自治区別の総合生産性及び農業労働力の限界生産力も合わせて測定し，実証的な見地から中国 

農業の生産構造に接近して行きたい。

r三田学会雑誌」77卷5号 （1984年12月）

2 . 中 ■ 農 業 の 現 状

中国の国士面積は， 日本の約25倍で， ソ連， カナダに次いで世界第3 位である。 しかし，耕地面

第1図中国の地域区分

1 北京市 16 河南省
2 天津市 17 湖北省
3 河北省 18 湖南省
4 山西省 19 広東省
5 内蒙古自治区 20 広西チワン族き洽区
6 21 四川省
7 吉林省 22, 貴州省
8 黑 竜 江 省 ， 23 雲南省
9 上海市 24 チべット自洽区
10 江蘇省 25 陕西省
11 浙江省. 26 甘肅省
12 安徽省 27 青海省
13 福建省 28 享夏回族自治区
14 江西省 29 新疆ウイグル自治区
15 山東省 30 合湾省

注 （4) 「翻両番」目標は，1981年末の第5期全国人民代表大会で，趙紫陽首相が提言した。特徴的なのは，エネルギーが 

2倍増で，4倍増のェ農業生産を目指すところにある。
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(出所） 『中国農業年鑑』1981年版，1980年版。
—— 71(645)

中国農業の生産関数分析

積は，国土面積の約10.4%に過ぎず， また，人口の趨勢的増加で， 1 人当たり耕地面積は，顕著な 

減少傾向にある。因に，耕地面積の約90%は，人民公社に，残りの10% が国営農場と自蠻地に属し 

ている。

中国は，第 1 図のように，制度上22省 （台湾を含む）• 3 市 . 5 自治区から構成されている。おお 

むね北部は寒冷で南部は温暖な気候であり，西部が乾燥地帯であるのに対して東部は平野に言み， 

生存条件に適し，人口の大部分が集中している。従って，中国では， このような自然条件の下で， 

各地域毎にある程度の適地適作が行われていると考えられる。第 1 表は，1980年の主要農作物の作 

付面積構成を29省 • 市 • 自治区別に示したものである。

第1表主要塞作物の作付面積構成（1980年） （％)

米 小 麦 ト ウ モ ロ コ シ 大 豆 綿 花
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(注）図中の数字は第1図に従う。 労働生産性(元/ 人）
■■中国農業年金監』1981年版より算出 ^

—— 72 (646) ——

「三田学会雑誌」77巻5号 （1984年12月）

歴史的には，中国政府は，1949年の新中国樹立以来，旧 

来の封建的土地所有制を改革し，農 業 の集団化は r農業生 

産互助組」に始まり，初級から高級に至る「農業生産合作 

社」を経て，1958年には行政の末端単位としてエ• 農 •商  

• 学 • 兵を統一管理する「人民公社」 に結実した。 このよ 

うな農業集団化の過程で，水利化を軸に，電化，機械化， 

化学化の4 つを通じて，生産性の向上を推進してきた。 こ 

こで，. 農業総生産額の推移を考察するために，1950年から 

1980年までのその増加率を計算してみた。第 2 表 に よ れ  

ば， 自然災害等で下降した5 年を除いて，農業総生産額は 

著増しており，年平均増加率は4. 4% にも及んでいる。 ま 

た，1980年の農業総生産額は2 ,106億 元 （1980年不変価格） 

で，1949年のそれに較べて3 .8倍も増加し，食糧総生産量

第 2 表農業総生産額の増加率（％)

年 増加率 年 増加率

1950 復 17 5 1966 文 8.6
1951 與 9 4 1967

革
前 1.5

1952 期 15 5 1968 期 -2.5
1953 第 3 1 1969 1.1
1954 次 3 4 1970 11.5
1955 力 7 8 1971 文 3.1
1956 計 4 9 1972 革 -0.2
1957 期 3 6 1973 後 8.5
1958 大 2 5 1974 期 4.1
1959 m

惟 一13 7 1975 4.6
1960 期 一12 5 1976 2.5
1961 一 2 6 1977 華 1.7
1962 期 6 4 1978 9.0
1963 調 11 6 1979 登15 8.6
1964 移 13 5 1930 期 2.7
1965 期 8 3 平 均 4.4

(注） 『中国農業年鑑』
1980年版，19 81年版より算出。

第2 図土地生ま性と労働生産性の地域間比較
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iris'

(注) 第2図に同じ。 1人当たり作付面積(ha/人）_A

に関しても，この間2 .8 倍増となっている〔

さて，第 2 図〜第5 図は，1980年の29省 • 市 • 自治区間の部分生産性を比較すべく，土地生産性 

を縦軸に， 横軸には労働生産性（第2 図)， 1 人当たり作付面積（第3 因)，1h a 当 たり機械投入量 

(第 4 図)， 1h a 当たり化学肥料投入量（第5 図）を採り，相関係数（R ) を求めたものである。なお, 

縦軸に士地生産性を採ったのは，一定の土地からの収獲量といった意味で，ある種の農業技術の水 

準を示す指標と考えたからである。

まず，縦軸の土地生産性に関して見れば，上海，北京の都市部で高く，乾燥地域の内蒙古で最低 

となっており，概して，土地生産性のばらつきは大であることが知られる。

第 2 図では，労働生産性の各省• 市 • 自治区間の格差は， 一 部 を 除 く と （黒竜江，吉林で高い値を 

示す)，土地生産性の格差に較べて小さく， また相関は殆ど認められなかった。次 に 第3 図では，士 

地生産性と1 人当たり作付面積の間に負相関が確認され，他方，第 4 図では，土地生産性とl h a 当

—— 73 ( 647)
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第3図土地生産性と1人当たり作付面積の比較
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(注）第2図に同じ。 1ha当たり機械投入量(馬力/ ha) 4

( 5 )

たり後械投入量の間に正相関が確認された。 さらに第5 図では，土地生産性と1ha当たり化学肥料 

投入量の相関係数が0.8620を示し，化学肥料投入量の格差が，土地生産性の格差の大きな説明要因 

となっていることを示唆している。

最後に，生産関数の計測を行う1980年は，第 3 表からも把握できるように，かなりの天候不順の 

年であり，北方では長期の旱魅，長江の中•下流域では參から夏の農作物生育期に征温多雨の被害 

を受けた。.従って，1980年の食糧総生産量は，前年度比4. 2 % の減産になったことを付言して;foゾく'。

3. 生 産 関 数 の 定 式 化

農業の生産関数を特定化するための研究は，フォン • チューネン， ヴィクセル以来，幾多の実証

注 （5 ) 北京，天津，上海の都市部を除くと，土地生産性と1h a 当たり機械投入量の間に大した正相間は認められず，こ 

の点の問題については，第5節で議論を展開する。

( 6 ) 但し農業総生産額は前年度比2.7%増であった。

—— • 74 (648-)——  '
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(注）第2図に同じ。
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第3表 M省 • 市 •自地区別の食糧生まの動向（1980年）

1979年に対する
増 減 省 市 e 治 E

増 産 四 川 広 東 福 建 広 西 . 甘 肅

(10)
■Fdrr 夏 主 iW eg- 南 貴 m • チべット

比較的大きな 河 北 陕 西 山 西 内蒙古• 天 津
減 産 北 ,デ、 湖 北 江 蘇 湖 南 . 浙 江

(12) 安 徽 上

平年作ないし 黑竜江 士 林 逸 蜜 山 東 . 河 南
や や 減 産  

(7 )
江 西 新 疆

(出所） 『人民日報』1980年12月27日。

( 7 )

的研究を経て， コプ • ダグラス型生産関数の経験的妥当性が認められている。本稿では， これらの

注 （7 ) 日本でも，神谷慶洽〔5〕の先駆的研究以あコブ.ダグラス型生産関数を用いた農業の実証的研究がなされてき 

た。これ等を展望した論文に，佳開津典生=石田正昭〔1〕， 圭造〔7〕等ギある。

75 (649)
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先験的な情報に基づき， コプ • ダグラス型生産関数を用いて計測を行うことにする。

農業の生産関数を計測する場合問題となるのが，多重共線性である。農業の生産関数は他の分野 

における生産関数と異なり，最 低 4 つの説明変数を必要とする。即ち，農業労働力，資本，肥 料 . 

農薬等の経常投入財及び土地の4 つである。 このため多重共線性の発生する可能性が高く，推定パ 

ラメタが不安定になり易い。 この問題は，根本的には解決されておらず，計測に際しては充分注意 

を払う必要がある。 ’

モ デ ル I

モデル I の定式化は以下のように行う。
Y yaVJ^aUjS^aA............................................................. (1)

但し， 農業総生産額，1：: 農業労働力，ii：: 農業機械総動力数，y : 化学肥料投入量，M :
( 9 )

農用役畜総頭数，A 作付面積である。ai, OLK, ar, am, 0 :4 は，各々の生産要素の生産弾性値で 

あり， は定数項である。なお，K , M は資本としての，y は経常投入財としての代理変数の機能 

を果たすと言えよう。

モデル II

モデルI Iぱ，農業生産関数の中では最も一般的な定式化であり，モデル I からM を除いたもので 

ある。その根拠は，資本の代理変数をii：, M の 2 つから/iCのみにした方が好ましいと考えたからで 

ある。 また，第 5 節の計測結果で述べるように，バ ラ メ タ が 絲 計 的 に 有 意 で 有 り え な か っ た こ  

とも理由の1 つである。

次式が，モデルn の定式化である。

r  ニ 乂.....................................................................(2)

「三田学会雑誌」77卷5号 （1984年I2月）

モデルm

注 （8) Marschak = Andrews〔18〕によって，生産関数の直接推定は，バイアスを持つ可能性の強いことが最初に指摘さ 

れて以来，Hock〔15〕，迁村江太郎=渡部経彦〔7〕によっでも同様の問題提起がなされてきた。一方，GrilichesC14J 

は，生産関数の定式化が良好で，体系内の他の方程式に大きな携乱があると同時方程式バイアスは小さいことを述 

ベ，新谷正彦〔6〕もその方向で農業生産関数の直接推定を行っている。また，浜田文雅=千田亮吉〔11〕は.直接推定 

が可能な条件の1つとして，生産関数がたとえモングレルとしてしか測れない場合でも，決定係数がある程度満足で 

きる値（Ex. 0.95以上）であろならば，推定値のバイアスは，それほど深刻ではないとしている。従って，本稿で 

は，投入と産出以外には，要素伽格等についてのデータは入手できず，コブ. ダグラス型生産関数の直接推定が，最 

良の推定方法として容認されよう。

なお，集計テ‘ータによるコプ=ダグラス型生産関数の推定は，若干の問題点を含んでおり，これについては，補論 

2で言及する。 ’ • '

( 9 )  29省 . 市 . 自治区別の耕地面積のデータは，1980年については入手不可能であり，代って作付面積を説明変数とし 

て用いた。
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モデルV 

農業生産は, 他の産業と違って,自然的要因が与える影響が多大である。そして，それ等の要因は 

---77 (.651')----

■ 中国農業の生産関数分析

モデル瓜では，中国農, の 投 入 • 産出構造における収■ 不変を仮定し， 1 次同次の制約を課して， 

生産関数を次の土地生産性関数に定式化する。

ミ 一 ( 专 r ( ザ で r ..............................................................................................................................................( 3 )

ところで，（3)式は以下のようにも* ける。

=1  一'̂ a_L+ +  avJ

(3)式の定式化は，（2)式と違って帰納的に収獲適増か，収獲遞減か，あるいは収獲不変か判断する 

ことはできないが，（3)式は(2)式に較べて多重共線性の可能性が小さく，その意味で良好な推定結果 

が期待される。更に，（3)式のバラメタの推定結果が，（2)式のそれに近似したものであるならば，（2) 

式の定式化を充分支持すると考えられる。

モデル IV

モデルIVでは，地区別ダミ一変数を採用して以下のようなモデルを設定する.。

Y= alfLKaK exp(S ckD i)...............................................(4)

日本農業の生産関数の計測については，鳥居泰彦〔9 〕の研究以来，農業生産に深く係わる気候条、 

件，地理的条件，社会経済的条件，等を考慮する意味で，地域差ダミー変数の導入が一般的となっ 

ている。中国農業の場合，その耕地の分布は非常に大きく，北部と南部，内陸部と沿海部では， 自 

然条件は全く異質である。従って， モデルIVでは，中国が地理的な制度上9 地区に分かれているこ 

とから，西南地区を基準地区として，第 4 表のように地区別ダミー変数を採用する。

第4表中国の地区別ダミー変数

省 • 市 • 自 治 区
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無数に近いほど存在するが， モデルV では各省 • 市 • 自治区別の年平均気温（ア）と年降水量（W) の 

2 変数を生産関数の説明変数として取り入れることにする。次式が， モデルV の定式化である。

exp (̂ Si T+^2 W ) ....................................... (5)

しかし，中国農業の場合，先 の 第 1 表からも理解されるように，各々の自然条件を考慮し，各省 

• 市 • 自治区毎に適地適作が行われていると考えられる。 この点については，充分留意!^ておく必 

要があろう。

モデルVI

モデルVIは， モデルV と同様の観点から， 自然的要因を生産関数の中に加味するため，主成分分 

析 （principal component analysis)を用いて， 2 つ の 指 数 （Z 1 , Z 2 ) を作成し， モデルに加えた。 

この2 つの指数は，中国の29省 • 市 • 自治区毎の自然条件を表わすものであり，年平均気温（ア），

年降水量( W ) , 日照率（S ) , 無霜日（F ) の 4 つのデータから，主成分分析によって指数化を行った。

が 第 1主成分から，Z 2 が 第 2 主成分から作成された指数である。因に，主成分分析は，多変 

量間の相関関译に* 目して， これ等の変量間に共通する要素を抽出する操作であり， この分析によ 

って農業生産に係わる中国の自然的要因をでき得る限り簡明な数値で捉えることが期待される。以 

下が，モデルVIである。

Yニ aL^LKaK exp (/-iZl +^2Z 2) ....................................... (6)

4 . デ ー タ の 説 明

データは，『中国農業年鑑』（1981版）の29省 • 市 . 自治区別クロス•セクション•デ ー タ で ある。 

中国の場合, 公表データが非常に限られており，現段階では先のモデルに対応するデータは1980年 

しか得られず，それもデータの一部を推計し加工しなければならなかった。本来ならぱ， クロス . 

セクション分析の計測年度を重ねることにより，插定されたパラメタの安定性，等をチェックする 

という方法で， 自律度の高い生産関数を構築すべきであるが，本稿ではデータの制約上，それは不 

可能であった。従って, 今回の計測は，1980年， 1年度だけのデータに依存することになる。

次に，個々のデータの説明に移りたい。

Y : 農業総生産額（百万元）は，狭 義 （「小農業」）のものである。 中 国 の 広 義 （r大農業」）の農業総

生産額は，林業，牧畜業，漁業，副業の生産額も含んでいるため，Y■はこれ等の生産額を控除した
(10)

狭義の農業総生産額である。
注 〔10) 1980年における広義の農業総生産額の構成は，農業64.3%,林業3 .1% ,牧畜業14.2%,漁業1 .3% ,副業17.1% 

となっている。また狭義の農業生産額の比重は，82.5%(1949年)，80. 6%(1957年)，75.8%〔1965年)，74.7% (1970 

年)，72.5%(1975年)，66.9%(1979年）と減少の一途を迪り，代って，副業の比重力':漸増している。
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第5表中国の自然条件に関するデ一夕

省、 市 • 自治区 標 高 年平均気温 年降水量 日 照 率 無 霜 日 第1主成分 第2主成分
(H) ( T ) (W) (S ) ( F ) (Z1) (Z2)

(m) (で） (mm) (%) ( 日）
1 北 京 31.2 11.5 653.6 63 177 730.0 62.85
2 天 津 3.3 12.3 573.9 62 201 680.8 65.54
3 河 北 81.8 12.9 570.4 62 199 676.2 65.35
4 山 西 777.9 9.4 463.9 60 169 547.2 58.14-
5 内 豕 古 - 1063.0 5.8 421.4 67 130 460.8 54.05
6 遼 ■ ■ 寧 41.6 7.8 738.4 58 150 783.7 56.41
7 士 林 236.8 4.9 592.6 60 147 641.2 54.83
8 里 竜 江 171.7 3.6 520.6 60 140 566.5 52.82
9 上 yfri- 4.5 15.7 1114.5 46 218 1215.8 66.70
10 江 蘇 8.9 15.4 1031.6 49 226 1143.6 68.42
11 浙 . 江 7.2 16.2 1395.6 43 246 1506.3 72.21
12 安 徽 23.6 15.7 984.1 49 226 1099.9 68.08
13 福 建 84.0 19.6 1352.1 42 325 1545.8 84.16
14 •江 西 46.7 17.5 1588.3 43 227 1668.0 71.36
15 山 東 51.6 14.3 684.3 62 218 801.4 69.57
16 江 南 110.4 14.2 642.9 54 214 766.2 65.08
17 湖 北 23.3 16.3 1189.7 47 239 1305.3 71.12
18 湖 南 44.9 17.2 1388.3 44 273 1525.5 76.91
19 広 東 6.3 21.8 1701.1 43 342 1886.8 90.78
20 広 西 72.2 21.6 1300.4 41 334 1509.3 85.12
21 四 川 505.9 16.2 949.0 28 282 1140.2 67.17
22 ホ- 1071.2 15.3 1177.8 31 268 1335.3 68.15
23 m- 南 1891.4 14.7 1010.2 56 227 1117.8 71.27
24 チ べ ッ ！' 3658.0 7.6 443.1 68 139 490.4 56.48
25 陕 西 396.9 13.4 582.5 46 207 709.9 59.80
26 甘 肃 1517.2 9.1 332.4 ' 59 167 424.1 56.18
27 他 2261.2 5.7 371.8 62 131 420.2 51.55
28 夏 1111.5 8.5 206.4 68 169 300.6 59.15
29 新 疆 653.5 7.3 195.3 63 177 301.3 57.78

(出所）第2図に同じ。

ム ：農 業 労 働 力 （万人）は，人民公社と国営農場の労働力から林業， 牧畜業， 漁業，副業に従享 

する労働力を差し引いた数値である。

K  ：農業機械総動力数（万馬力）は，農業生産に用いた機械の総馬力数である。

V : 化学肥料投入量（万トン）は，農業生産で投下された化学肥料を成分量で換算したものである。 

M : 農用 役 畜 頭 数 （万頭）は， 農業で利用された役畜の総頭数である。 ただし， M に関しては 

1980年の公表デ一タが存在せず，次式によってその推計を行う。

農用役畜頭数（1980年）の^^計値ニ農民役畜頭数（1979年）X
大 家 畜 頭 数 （1980年）

‘大 家 畜 頭 数 （1979年）

A ：作 付 面 積 （万 h a )は，29省 • 市 • 自治区別に各作物の作付面積をアグリゲートしたものであ 

る。その際，その他の作付面積が全数のみ存在しているため， これを先にアグリゲートした数値で 

ウェイトして，29省 • 市 • 自治区別に分配し，推計した。
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次に，H  ：標高Cm), T ：年平均気温(°C), TT:年降水量(mm), S ：日照率(％), F  ：無霜日

( 日）は，同 様 に 『中国農業年鑑』（1981年版）によるもので，1959〜1979年の21年間の平均値であり，

その観測地点は各地域の省都である。第 5 表が， これ等一連の自然条件に関するデータと主成分分
(11)

析によって指数化された数値Z 1 , Z 2 である。

5 . 生 産 関 数 の 計 測 結 果

第 3 節で定式化したモデルI 〜VIを，対数変換し，最小二乗法によってバラメタを抵定した結果 

が 第 6 表である。回帰式の計測結果について，回帰式の当て嵌まり，推定パラメタの有意性，及び 

推定値の理論との整合性，等をモデル I から順を追い吟味していきたい。 .

まずモデルI では丄，V, A の生産弾性値の推定値に関しては，良好な結果が得られたが，/i：と 

M については，有意ではなく，殊にM ■の生産弾性値は0.0020と極度に小さい値を示した。一方， 

生産弾性値の総和は0.9932で，計測された生産関数は，ほぼ一次同次と見做される。 また， これ 

は中国農業において，規模の経済性の存在しないことを意味する。

第6表生産関数の計測結果

変 数 '、"ラメ夕 モデル I モデル II モデル III モデル IV モデルV モデルVI

const. Ina 2.6443 2.6434 2.5803 2.7045 2.4438 2.9256
(6.533) (6.690) (14.627) (4.620) (7.007) (6.032)

InL ai 0.2220 0.2229 0.2273 0.1957 0.3700 0.1954
(2.480) (2.708) (2.949) (0.923) (3.339) (1.900)

\nK OK 0.1637 0.1621 0.1728 0.0903 0.2127 0.2230
(1.483) (1.706) (2.367) (0.558) (2.455) (2.195)

InV av 0.2407 0.2397 0.2349 0.3042 0.2157 0.2013
(3.493) (4.070) (4.573) (2.100) (3.863) (3.107)

InM an 0.0020
(0.029)

lni4 OA 0.3648 0.3678 0.3650 0.4100 0.2343 0.3741
(2.651) (3.998) (3.005) (2.240) (3.686)

T /?! -0.0428
(-2.985)

W /?2 0.0004
(2.974)

Z1 7 i 0.0003
(1.774)

Z 2 72 一0.0103
(-1.441)

0.9718 0.9730 0.7248 0.9821 0.9804 0.9743

2a 0.9932 0.9925 1.0000 1.0002 1.0327 0.9938

注） （ ）内の数値はM直であり，S 2は自由度修正済決定係数である。

注 〔1り 第 1主成分（Z1)による寄与率は87.1%で，第2主成分（Z2 )まで含めた累積寄与率は94.0%である。
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In V

1.0000
0.4155
0.8372

In M In A

1.0000
0.7435 1.0000

この相関行列の観察より，I n y との相関は，InM の 0.6186を除いて， 総 て 0 .9 以上と高い値を 

示していることが判る。だが，他の説明変数間の相関係数も，In A と InZ^の 0.9028のようにかな 

り高く，多重共線性のリスクが考えられる。

次に，モデルn に移ることにする。 モデルn は，モデル I から説明変数M を落した定式化で， t 

値が総てのバラメタで上昇していることが確認される。iiCの生産弾性値の他は，有意水準1 % で有 

意であり，航計的には極めて良好なフィットを示している。 また，生産弾性値の総和も，0.9925と 

ほ ぽ 1 に近似している。

モデル皿は， モデルn に 1 次同次の制約を課した土地生産性関数である，力2は，0.7248と若干 

低下したが，説明変数間の相関は，以下の相関行列が示すように非常に小さくなっている。従って， 

多重共線性のリスクは，かなり低下したと考えられる。

i n i

I n i  

1ぺ  

i n ミ

, Y  , L  , K , V
A In z  In J  In j

1.0000

0.6246 1.0000

0.5048 0.1810 1.0000

0.7818 0.4624 0.3693 1.0000

モデルIEで推定された生産弾性値は，モデルI I の結果と殆ど差異が無く， - 値も総てのバラメタ 

で上昇していることから，モデルinは，モデルn の計測結果を充分に支持すると言えよう。

モデルIVは，モデルn に中国の地区別ダミー変数を加えた定式化である。 ダミー変数の推定結果 

は省略するが， モデル I 〜HIと比較して， 《値が大幅に低下している。 日本の農業生産関数の場合, 

ダミー変数を加えることにより，他のバラメタが有意になることが多いのに対して，今回の中国の 

農業生産関数においては，その逆の結果となった。 しかしながら，中国のダミー変数の導入方法に 

ついては，更に研究の余地があると思われる。従って，モデルIVでは，その一例を掲げたに止ると 

言ぇょぅ。

モデルマでは，生産関数に自然的要因を加味すべく年平均気温（r ) と年降水量(W0を説明変数の 

中に加えた。 計測結果によれば，力2は 6 つのモデル中最大であり， r と！̂のバラメタも1 % の有

---81(5 5 5 )----
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さて，各々の変数間の相関係数を計算した結果は，以下のようである。
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意水準で有意である。けれども:Tのバラメタが負値を示し，理論との整合性を明らかに欠くことに 

なり，最終的なモデルには採択し難い結果となった。

モデルVIは，モデルV と同様，中国の自然的要因について，主成分分析を通じ2 つの指数を作成 

し，生産関数に導入した定式化である。新 し く 加 え た Z 1 , Z 2 に対応するバラメタのf 値は，各 

々 5 % と10%の有意水準で有意であり， §然的要因をある程度生産関数内に取り入れることに成功 

したと言えよう。反面，他の生産弾性値の#値は，モデルn  • IEに較べて見劣りし，不満を残す結 

果となった。

以上， モデル I 〜VIの計測結果を踏まえて，第 6 節の総合生産性及び第7 節の限界生産力を測定

する際の最終モデルとして，モデルn を採用することに決定する。 モデルn は，農業労働力の眼界

生産力を測定する際の基礎となる丄の生産弾性値が， 1 % の有意水準で有意であり，更に，モデル

m の土地生産性関数によってもバラメタの安定性が保障されており，それゆえ，充分な説明力と信

頼性を有していると言えよう。

最後に，モデルn の生産弾性値の計測結果から，中国農業の生産構造について考察し，若干のイ

ンプリケーションを記しておこう。

まず，A の生産弾性値は，0.3678と生産要素中最大であることが観察される。 これは，中国農業

において，土地の貢献度が大であると同時に，土地が最大の稀少要因であることをインプリシット

に示していると言えよう。

次いで7 が 0.2397, が 0.2229という大きさの順で，F の生産弾性値がのそれより大である

点が特徴的である。こ の ぽ 察 *実 及 び 第5 図で土地生産性と1h a当たり化学肥料投入量の間に高い

正相間が認められたことの欢方から見て，化学肥料の有用性が}&摘される。 また，近年化学肥料投

下量は顕著に増大しているが，国際的には単位面積当たりの投下量は極めて低く，今後の化学肥料
(12)

の増投が，収量の増大をもたらすと予想される。 しかし反面，A とy の生産弾性値の大きさが1 位 

と 2 位であることから，中国の農業技術が土地節約的•肥料使用的な方向にやや偏っていると思わ 

れる。
(13)

さて， 丄の生産弾性値は相性的に小であり，中国農業の現況を考慮すると，農業労働力の過剰が 

推察される。だが，生産弾性値が小であることと過剰労働力の存在性は，一義的に関係づけること 

はできず， この点については，第 7 節の眼界生産力の測定を通じて議論を展開する。

の生産弾性値は，0.1621と生産要素中最小であり， また，先 の 第 4 図からも判るように，明ら

注 〔1 2 )中国の化学肥料投入量は，時系列上で，7. ft万 t (1952年)，194.2万 t (1965年)，488.0万 t (1978年)，1269.4万 t 

(1980年）と著增している。しかし I t の食糧を生産するのに投下される化学肥料が，フランス400kg以上，日本300 

kg以上，アメリカ200kg以上であるのに対して，中国では100kgに満たないと游仲動〔12〕は記している。

( 1 3 )農業労働力は，1952年の17,317万人から1980年の30,211万人へと1.74倍も増加している。一方，この間耕地面積 

は，寧ろ減少気味に推移している。
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次に，第 8 表は，総合生産性の地域聞格差が生じる原因を把握するため，総合生産性と主要な要

注 （1 4 )その他に，中ま和津次〔1のは，中国の農業機械が効率的に使用されていない主な原因として，次の3点を挙げてい 

る。①管理の悪さ。②部品や人員等，補完的投入の不足。③トラクターの輪送機械としての使用。
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かに労働力が過剰である都市部（1 . 北京，2 . 天津，9 . 上海）に多くの農業機械が投入され，機械が 

货働力と代替的関係になっておらず，更に，北京，天津，上 海 の 3 市を除いた土地生産性と1h a 当 

たり機械投入量の相関係数が0.3887と低く観察されることから，中国の農業機械が効果的に利用
(14)

されておらず，相性的に生産に対する買:献度が小さいことが示唆される。従って，農業機械の配置 

に計画性を持たせ，効率的に利用するための技術的• 環境的条件を整備することが要請される。 こ 

れが，今後の中国農業経済を発展させる重要な課題であると言えよう。

6. 総 合 生 産 性 の 測 定

ここでは，モデルn を変形し，次式から生産関数の計測に用いたデータを使用して，29省 • 市 . 

治区別の総合生産性（P ) を測定する。

Y
ふ — 2  ̂ 0.2229 K^0,1621'p/"0,2397y1 0,3678 .....................................................................................(力

農業総生産額のうち 

意外にもチぺットの

地域間の総合生産性の格差は，農業生産の技術効率の差異を示すと同時に，

生産要素の投入によって説明されない部分の相違と見做すこともできよう。

第 7 表は，総合生産性の測定結果である。最も総合生産性の高かったのは，

18.997であり，次いで黒竜江の18.742であった。 この2 地域が群を抜いて総合生産性が高く，逆 

に最低であったのは山西のa  761であった。

第7表想合生産性の測定結果

省 • 市 • 自'冶区 総合生産性 省 • 市 • 自治区 総合生産性
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因との相関係数を調べたものである。 ここで，小麦地域というのは第1 表から小麦作付面積のウ：

イトが大きい北京，天津，河北，山西，内蒙古，黒竜江，山東，チベット，映西，甘策，青海, 寧

夏，新靈の13省 • 市 • 自治区であり，同様に米地域は，上海，江蘇，浙江，安徽，福建，江西，河 
. (15)

南，湖南，広東，広西，四川，貴州，雲南の13省 • 市 • 自治区である。全地域における相関係数は，

総じて低い結果となったが， これを小麦地域と米地域に分けて考察すると興味深い結果が得ら;h

る。

第8表想合生産性の地域間格塞の分祈（相関係数）

全 地 域 小 麦 地 域 米 地 域

1 標 高 0.08 -0.35 -0 .59
2 年 降 水 量 0.07 0.25 0.13
3 農 村 電 力 使 用 量 0.05 一 0.16 0.53
4 米 作 付 面 積 比 率 0.05 ----- 0.22
5 小麦作付面積比率 -0.19 -0.26
6 耕 地 利 用 率 0.02 -0.16 0.50

注）® のみ，1979年のデ一夕を使用（『中国農業年鑑』1980年版)。
他は，『中国農業年鑑』19W年版による。

総合生産性と標高との間の相関係数は，小麦地域で一0 .3 5 ,米地域で一0.59と明らかに負相関が 

認められ，標高が，農業生産にマイナスの効果を及ぼしていることが? !察される。次いで，農村電 

力使用量との相関係数は，米地域で0.53となっている。農村用の電力は，主に灌槪，挑水等に利用 

され，電力の農業生産への技術的貢献が今回の測定で確認された。更に，耕地利用率との相関係数 

も，米地域で0.50を示し，米地域では，耕地利用率を高めることによって総合生産性を向上させろ 

農業生産技術を有していることが窺われる。

7. 限 界 生 産 力 の 測 定

総合生産性の測定と同様に， モデルn の計測結果から，1980年の農業総生産額に対応する農業労
(16)

働力の限界生産力（以下T M P と.略記）を29省 • 市 . 自治区別に算出し，次いでT M P に付加価値率 

を乗ずることによって付加価値限界生産力（以下V M P と略記）を抵計する。具体的な方法は，次式 

に従う。

注 （1 5 )中国の小麦は冬小麦が主で，麦作付面積の約89%を 占 め ， 残りは春小麦である。1980年の小麦生産量は，5,521万  

t であった。一方，水稲は中国で最も主要な食糧作物であり，そ の 生産量は食糧生産量の43.6% (1980年）を 占 め ， 

13,991万 t であった。

( 1 6 ) こ こ で ， 付加価値率は，『中国農業年鑑』1981年 版 か ら お )f 担)によ っ て求めた。また,付加価値率は，0 . 638 

(1958年)，0 .61 1 (1 96 0年)，0 .66 2 (1 96 5年)，0 .6 4 7 (1 97 0年)，0 .6 2 4 (1 97 5年)，0 .6 2 6 (1 979年)，0 . 623〔1980% ) と 時系 

上 で ほ ぼ 安 定 し て い る こ と が 判 る 。
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.(8)T M P  = 4 ^ = 0 .  2 2 2 9 (但し，Y* は理論値） .........
o L  L

V M P = 付加価値率XTMP=0.62298XTMP ........................ (9)

ここで注意しておく点は，V M P を求める際にT M P に付加価値率を乗ずるのは，各 省 • 市 •自  

治区間で付加価値率が一定であるという仮定に基づいている。実際問題として，各地域毎の付加価 

値 率 が ア • プリオリに知られていれば，F X 付加値値率を被説明変数のデータとして生産関数を計 

測 し V M P を導出するのが常道であろう。 し か し 1980年については，各 省 • 市•自治区別の付 

加価値率データは入手不可能であり，従って，便宜的に(9)式の方法でV M P を推計することにする。

第 9 表 が TMP, V M P の測定結果と1980年農村人民公社1 人 当 た り 分 給 額 （以下分給額と略記） 

及 び V M P に対する分給額の割合である。 また，第 6 図は，V M P と 1 人当たり作付面積の関係を 

表わしたグラフである。

V M P が大きな値を取ったのは，黒 竜 江 （134.74元)，吉 林 （122. 80元）の 2 省である。 この2 省は 

寒冷地畑作農業を営み，第 6 図からも観察できるように1 人当たり作付面積が非常に大きな地域
(17)

( 1位一 黒竜江1.77 ha/人，2位一吉林1.28 ha/人）である。

一方，VMPが最小であったのは，チべット（26.94元）である,。 チべットは標高3658 .0m ,年平 

均 気 温 7.6°C ( ラサ）という劣悪な自然条件下にあり， また， 1 人当たり作付面積も0.28 ha/人と

第9表限界生産力の測定結果

省 •市•自治区 TMP VM P 分給額
分給額
VMP

X100

省 •市• § 治区 TMP VMP 分給額
分检額
VM P

X100

注 （1 7 )黒竜江省は，中国最大の穀物余剰省であり，また，開拓の余地が多< , 労働力不足の故に国内移民を受け入れつつ 

あると尾上悦三〔3〕は記している。本稿の第9まによれば, .黑竜江省では分給額がVM Pの76.04%しかなく，分給 

額くV M Pのケース（6地城）においては格差が最大の省となっている。この観察ま実は，明ら力、に生産物の余剰を 

暗示し，先の尾上の享例と コンシスチントな結果となっている。
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1人当たり作付面積(ha/人）j-

上海の次に小さい自治区である。

更に，小麦地域と米地域のV M P を比較すると，小麦地域の方が約1 .5 倍も高くなっていること 

が観察される。

第 6 図によれば，V M P と 1 人当たり作付面積の間の相関係数は0 ,8543と 高 い 値 を 示 し 1 人当 

たり作付面積の格差が， V M P の地域間格差の大きな説明要因となっていることが容認されよう。

次に，V M P と分給額の比較に移ろう。全国平均で見ると，V M P 5 7 .5 3 元，分 給額85. 93元と，

分給額が約1 .5 倍も高くなっている。 各 省 • 市 • 自治区間では， V M P > 分給額のケースが6 地域, 

V M P < 分給額のケースが23地域となっている。V M P と分給額の格差が最も大きいのは， チべッ 

ト （495. 92多）で，上 海 （244.77%),北 京 （218.35%),天 津 （185.22% ) の都市部でもそのギャップ 

は大きくなっている。

さて，競争市場の経済理論では，生産者の最適化行動における収益最大化の必要条件は，生産要 

素 の 用 役 価 格 （ここでは分給額）と用役の限界生産力（ここではV M P )の均等である。確かに，中国 

の場合，市場は完全には競争的ではないが，今回測定したV M P と分給額の格差は，経済の効率的

86 (66の
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第6図 VMPと1人当たり作付面積の地域間比較

R =0.8543
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中国農業の生産関数分析 

第7図 VMPに対する分給額の割合と1人当たり作付面積の地域間比較

250 

分給額
V M P

X100

(%)

200

R  =  _ 0 .4 8 2 8 ( 2 4 • チ ぺ ッ ト を 除 く  と R ニ ー 0 .62 83〉

- 24
•

- 9
•

1
19 •
•

1 1 1 2

• • 1 8  • •

15* 2
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•

2 1 1 6

- 22 • ジ 17
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• 13 •

29 5

6

•  •

27*2
---- 巧 イ 、ノ 7

4

25
• 28

26 • •  8
參

1 r 1

1人当たり作付面積(ha/人） +

側面から考えて余りに大き過ぎる。

第 7 図は，縦 軸 に ^ ^ -̂ -X 100 (% ),横 軸 に 1 人当たり作付面積を採ったグラフである。 これ 

と第6 図を合わせて観察すると， V M P は 1 人当たり作付面積が大きいほど高く，逆に作付面積が 

小さいほど低くなっており， そして，V M P と分給額の格差は， 1 人当たり作付面積が大きいほど

注 （1 8 )第7図に，指数関数を当て嵌め推定すると次式が得られる（但し対線変換による最小二乗法。）

挪 =1.0«41( 敎 二
i?=0.7264 i?a=0.5102

この曲線と100%ラインとの交点は，1人当たり作付面積=0.8796 (ha/人）であり，中国農業における1人当た 

り作付面積の最適水準は，0.fi796haの規模と考えることもできよう。だが，この指数関数は，自律度の観点から上 

位にあるとは断定し難く，アノニマス，リレーションの可能性は否定できない。
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小さく，反対に作付面積が小さいほど格差も大きくなっていることが知られる。第 7 因 の 100% の

ラインは， V M P = 分給額を示すもので， このラインより上方にある23省 • 市 • 自治区では，相対

的に過剰な農業労働力を抱えていると推察される。 そして， 1 人当だり作付面積が小さいほど，農
(19)

業労働力がより過剰であることが判る。 このことは，第 5 節のモデルn の計測結果において， L の 

生産弾性値が低く推定され，過剰労働力の存在が暗示されたことを充分に裏付けると考えて差し支 

えあるま、、。

8. 結 論 と 要 約

本稿では，r翻両番」 目標の基準となる1980年について，集計的農業生産関数のクロス • セクシ 

ョン分析を行った。そして，計測された生産関数から，29省 • 市•自治区別の総合生産性及び付加 

価値限界生産力を測定し，中国農業の生産構造について考察した。

さて，一連の分析結果から導かれた結論を要約すると，以下のようになる。

(1)本稿で計測したコプ • ダグラス型生産関数（モデルn ) において， 生産弾性値の推定値の和は， 

0.9925とほぽ1 に近似しており，高い近似で1 次同次であると考えられる。

(2)推定されたi r 地の生産弾性値（モデルn ) は，0.3678と 4 つの生産要素中最大であり， 一方，朝̂ 

地面積拡大の可能性が少なく，農 民 1 人当たり耕地面積が時系列上で趨勢的に縮小していること 

から，中国農業における土地の制約性（稀少性）がインプリシットに知られる。

ほ)化学肥料の生産弾性値（モデルn ) は，0,2397と生産要素中2 番目に大きく， また， 単位面積当 

たり化学肥料投入量と土地生産性の間に高い正相関が認められることから，化学肥料投下の有用 

性が指摘される。

(4)農業機械の生産弾性値（モデルn ) は，0.1621と生産要素中最小であり， また， 単位面積当たり 

機械投入量と土地生産性の間で，都市部を除くと僅かに正相関が認められるに過ぎず，農業機械 

の生産に対する貢献度が，相対的に低いことが判る。従って，農業部門の近代化並びに生産性の 

向上のためにも，今後の効率的な農業の機械化が望まれる。

(5)総合生産性は，本稿で分類した米地域において，標高と負相関，農村電力使用量及び耕地利用率 

と正相関が認められる。

(6)本稿で測定した付加値値限界生産力が最大であったのは，黒竜江（134.74元)，吉 林 （122.80元）の

注 （1 9 )中国の裹村は，大きな過剰労働力を抱えており，それは増加する労働力の総てが，近代的部門に吸収されず（人口 

增に因る労働力の増加>近代的部門の雇用吸収能力），非近代的部門の潜在的失業者となることから生じていると尾 

上〔3〕は述べている。従って, "過剰" というのは，人民公社制度のために潜在的失業の存在しない中国では，土地 

に較べて労働力が多過ぎる力、否かという問題に集約できる。 . '
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2 省で， 1 人当たり作付面積の規模が，各 々 1 番 目 と2 番目に大であった。更に，付加価値限界 

生産力と1 人当たり作付面積の間の相関係数は0.8543であり， 付加値値限界生産力が1 人当た 

り作付面積によって規定されていることが判る。

(7)1980年の農村人民公社1 人当たり分給額は，85.93元で， 本稿で測定した付加価値限界生産力の 

全国平均57.53元に較べて約1.5倍も高くなっている。更に，付加価値限界生産力が1 人当たり 

作付面積によって規定され，時系列上で1 人当たり作付面積が着実に減少していること，及び， 

モデルn で推定された農業労働力の生産弾性値が相対的に小さいことを考慮すると，中国農業に 

おける過剰労働力の存在が推察される。但し，黒竜江省等，地域によっては過剰と目せない省• 

自治区もある。

ぽ 論 1. 薛 開 津 ニ 茂 野 モ デ ル に よ る 中 国 農 業 生 産 関 数 の 計 測

先のデータを用いて，苗開津典生=茂野隆ー〔2 〕のモデルによる中国農業生産関数の再計測を行 

ぅ。

苗 開 津= 茂野は，彼らのモデルで日本の稲作生産関数を昭和26〜54年にわたってクロス•セク 

ションで 計 測 し 力 、なり良好な結果を納めている。 このモデルを簡単に説明すると， まず， 肥料 

• 農薬等の経常投入財（V )と土地0 0 は，農業技術における生物的• 化 学 的 技 術 （以下BC 技術と略 

記）を構成し, 同様に労働（0 と資本（め は ，機 械 的 技 術 （以下M技術と略記）を構成すると見做す。 

次に， F と^ を 1 つの代替財のセットとし， とA■を他のセットとして， これ等のセット間は完全 

に補完的であると仮定する。

以上の仮説から，中国の農業生産関数は次のように定式化される。

F ( y , ん ) ニ ュ .................................................................(1)

• G C L ,ぬニ b IJL K目K ................................................................. (2)

y=m inCa ろ ...................................................... (3)

但し，苗 開 津 =茂野は(1)式のB C 技 術 を 1次同次と仮定したが，今回のモデルでは，特にそのよ 

うな制約は課さなかった。

計測結果は，以下の通りである。

B C 技 術 ： ^ )= 3 3 .9350 A 。."77 ................. (i)'

(13.688) (7.047) (9.012)

R^=0. 9658

M 技 術 ：G(Z«, / 0 =  3.0073 丄0.5528 ^0.5326 ................. (2/

C 3 .349) (7.129) (5.731)

及2=0.9451
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計測結果の統計的当て嵌まりは，良好である。（1)'式の生産弾性値の和は0.9292で，B C 技術に 

ついては規模に関する収獲適減が認められろ。一方，（2)'式の生産弾性値の和は1.0854と，M 技術 

については規模の経済性が認められ， この点は苗開津= 茂野による日本の稲作生産関数の計測結果 

と符合する。因に，彼らの計測したM 技術の生産弾性値の和は1.3617 (昭和50〜54年の平均）で，中 

国のそれより遙かに規模の経済性が高いことを示している。

補 論 2 . 集 計 的 な コ ブ .ダ グ ラ ス 型 農 業 生 産 関 数 に つ い て の 若 千 の 問 題 点

本稿で計測したような集計的なコプ• ダグラス型農業生産関数は，以下の2 点において推定バラ 

メタにバイアスを持つ可能性がある。 これについて，若干の説明を加えて整理しておこう。

〔問題点 I 〕

本来，：' = 1 , 2 , " 種類の農作物が存在するならば， 個々の作物に対応して， その農業生産 

技術を体現する生産関数も" 個存在するはずである。

今，農作物について，本稿のモデルn と対応する変数を用い， コプ•ダグラス型生産関数を対数 

変換し表わすと次式のようになる6

InY"ガ= ln  fli+axi In Lガ+«xi In Kji-\-avi In In ガ+ln Vji ................. (1)

但し， 添 字 ；ニ1 , 2 , …w は，地 域 （観測値）の番号，W は標本の大きさである。 （本稿ではW ニ 

29)o In "パは携乱項であり，ln i；i力 ...， は統計的に独立で，各 In " ガは同一の対数正規分布 

に従うものとする。

ここで， " 種類の農作物にせ応する農業生産関数を各々加法的にアグリゲートすれば,I 

^  In F"ガ= 2  In a<+Xj an  In Lyi+S ocKi In iiO i+S ocvi In Vji

+ S  oiAi In A ji+^^ In Vji ................................ (2〉

となる。

ところで，本稿で直接推定した集計的なコプ• ダグラス型農業生産関数は，

In S  Y ji~In a+ «i In S  .らi+cKjc In 2  Kji-\-av In 2  V'ガ

+aA ln '^A ji+  \nvj ...........................................(3)

のように書ける。

さて，実際問題として(2)式を(1)式の加法的集計から求めることは殆ど不可能に近く，従って，（2) 

式を近似的に求めるには，（3)式を直接推定するしか方法が無い。 そこで，（3)式を計測するに際して， 

(3)式のデータは，加法的に，アグ])ゲートした総和量よりも，むしろ乗法的にアリゲートした相
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乗量を用いる方が適切であると考えられる。 この方法によって，（3)式を言き換えると次式のように 

なる。

In n  Yn=\a.a In I I  L/i+ax In I I  Ku+av In I I  Vu i = l < =1 < =1 i =1

+UA In n  Aji+ In Vj ........................................... (4)
i =l

しかし，（4)式に対応するデータを作成するためには，（2)式を導出するのと同様，個々の農作物に 

関 す る デ ー タ yが，Lju Kji, Vji, プf を把握していなけれぱならず，そうすることはほぽ不可能 

であると思われる。それゆえ，（3)式を推定するに当たっては，集計バイアスの可能性に留意してお 

く必要があろう。K le in 〔16〕参照。

〔問題点n 〕

先の(2)式と(3)式における説明変数の各項を対応させ変形すると次のようになる。

ecu In Lji
.....................(5)

•(7)

I n t L ,
i ®»1

S  oLYi In Vji

........................... .........................................

I n S  Vji

(3)式で推定したパラメタは，（5)〜(8)式の関係にあり， 

地 域 間 _ /= 1 ,2, m (本稿では，29省 • 市 • 自治区間) 

In Lji In K ji In Vh 一

2J cuKi In K ji
............................(6)

In 2 i i0 i

n
ム (XAi In A.ji

•(8)

In S  Aji

ocLt ocKt avt a A か安定的であるためには， 

で，

In A ji

In 2  Lji In 2  K ji In S  Vji In 2  Aji

が変化しないことが好ましい。 また，（3)式の推定結果を時系列で言及する場合は，時系列上の地域 

間で，

InLu  In K ji In Vji _ l n  Ajt

I n ：

の場合，先 の 第1 表からも観察できるように， 1ヴ 'し が地域間で大きく変動しており， また，

S  L ji In S  K ji In XI Vji ' In S  A ji

が不変であることが前提となる。 このことは，かなり強い制約となる。今回の中国農業の生産関数

一 I n  A h  

X v i^ A ji

In Lji In K ii In Vjt

In S  L ji In S  K ji In 2  Vが
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についても同様の状況が推察され， これによって生じるバイアスの可能性は否定し難い。従って, 

この点についても注意を払う必要があろう。L le in 〔17〕を参照。
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